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令和６年度 京都市内部統制評価報告書 

 

令 和 ７ 年 ７ 月 １ 日  

京都市長 松井 孝治  

 

 京都市長 松井 孝治は、地方自治法第１５０条第４項の規定による評価を行い、

同項に規定する報告書を次のとおり作成しました。 

 

１ 内部統制の整備状況及び運用状況 

  本市では、地方自治法第１５０条第１項の規定及び「地方公共団体における内部

統制制度の導入・実施ガイドライン」（平成３１年３月総務省公表。以下「総務省ガ

イドライン」という。）に基づき、内部統制の組織的な取組の方向性等を示す「京都

市内部統制基本方針」（令和元年１２月２５日）を策定しました。 

  また、同方針に基づき、内部統制を推進するため、全庁的な体制整備等を行うと

ともに、内部統制の対象とする「財務に関する事務」及び「個人情報管理に関する

事務」について、業務上のリスクを評価し対応策を講じる等、全庁的及び業務レベ

ルの内部統制の整備及び運用を行っております。 

 

 ⑴ 全庁的な内部統制 

   総務省ガイドラインにおいて示された、内部統制の目的を達成するために必要

とされる６つの基本的要素に対応する形で、内部統制を推進する体制の整備、各

種の方針、指針の策定等を行っております（５ページ「全庁的な内部統制の整備

状況」参照）。 

   なお、本市においては、既に様々な内部統制の仕組みが存在していることから、

これまでの既存の取組を体系的な取組として再構築することにより、全庁的な内

部統制体制の整備を行っております。 

 

  【内部統制の６つの基本的要素（総務省ガイドラインより）】 

基本的要素 内容 

統制環境 

組織文化を決定し、組織内の全ての者の統制に対す

る意識に影響を与えるとともに、他の基本的要素の

基礎をなし、それぞれに影響を及ぼす基盤 

リスクの評価と対応 

組織目的の達成に影響を与える事象について、組織

目的の達成を阻害する要因をリスクとして識別、分

析及び評価し、当該リスクへの適切な対応を選択す

るプロセス 
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統制活動 
長の命令及び指示が適切に実行されることを確保す

るために定める方針及び手続 

情報と伝達 

必要な情報が識別、把握及び処理され、組織内外及

び関係者相互に正しく伝えられることを確保するこ

と。 

モニタリング 
内部統制が有効に機能していることを継続的に評価

するプロセス 

Ｉ Ｃ Ｔ （ 情 報 通 信  

技術）への対応 

組織にＩＣＴが浸透している状況を踏まえ、組織目

的を達成するためにあらかじめ適切な方針及び手続

を定め、それを踏まえて、業務の実施において組織

の内外のＩＣＴに対して適切に対応すること。 

 

 ⑵ 業務レベルの内部統制 

   内部統制の対象事務である「財務に関する事務」及び「個人情報管理に関する

事務」に係る業務上のリスク（組織目的の達成を阻害する要因。１７ページ「京

都市内部統制制度の対象とする重要リスク一覧」参照）を識別及び評価し、業務

上のリスクを抑止するための対応策（事務処理上の具体的な手順等。以下「リス

ク対応策」という。）を講じることで、業務の適正な執行を確保することとしてお

ります。 

【業務上のリスクの状況】 

内部統制対象事務（事務内容・リスク） リスク数 

財務に関する事務（公金等管理、契約事務、支出事務、収入   

事務、債権管理、財産管理及び備品管理） 
２４ 

個人情報管理に関する事務（紛失・漏えい、不適切な利用・提

供、不正な収集及び私的行為上の漏えい等） 
 ６ 

合計 ３０ 

 

２ 評価手続 

  令和７年３月３１日を評価基準日、令和６年度を評価対象期間として、次のとお

り内部統制の整備状況（リスク対応策の実施状況等）及び運用状況（リスクの発現

状況）の有効性について評価を行いました。 

 

 ⑴ 全庁的な内部統制 

   総務省ガイドラインにおける「地方公共団体の全庁的な内部統制の評価の基本

的考え方及び評価項目」に基づき、６つの基本的要素に係る内部統制の整備状況

について確認を行うとともに、必要に応じて質問調査、関係書類の閲覧等を行う

ことにより評価を行いました。 
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 ⑵ 業務レベルの内部統制 

   リスク対応策の実施状況（整備状況）については、コンプライアンス推進月間

における各所属の自主点検結果等、リスクの発現状況（運用状況）については、

各所属からの事案の報告等を踏まえた制度所管課における自己評価結果を確認

するとともに、必要に応じて質問調査、関係書類の閲覧、実地調査等を行うこと

により評価を行いました。 

   なお、業務レベルの内部統制については、識別した全てのリスクにリスク対応

策を講じておりますが、リスクが発現した場合の影響範囲、発生頻度及びリスク

対応策の重要度を勘案し、重点的に取り組むこととしたリスク及びリスク対応策

について評価を行うことにより、制度の効率化・重点化を図っております。 

 

３ 評価結果 

  上記評価手続のとおり評価を実施した限り、本市の内部統制は評価基準日におい

て有効に整備されており、また、評価対象期間中において有効に運用されていると

判断しました。 

 

 ⑴ 全庁的な内部統制 

   内部統制を推進するうえで必要となる方針、指針等の策定、体制の整備等を行

ったうえ、その運用を行っており、内部統制の整備状況及び運用状況において不

備はありませんでした。 

 

 ⑵ 業務レベルの内部統制 

  ア 整備状況 

    内部統制の整備状況において、事務処理上の具体的な手順（関係帳簿の記入

など）等のリスク対応策の不徹底が一部で見られ、整備上の不備を把握しまし

たが、重大な不備はありませんでした。 

    なお、把握した整備上の不備については、リスク対応策の徹底の周知等、是

正の取組を実施していることを確認しております。 

 

  イ 運用状況 

    内部統制の運用状況において、支給額の誤り、収入額の誤り等のリスクの発

現が一部で見られ、運用上の不備として財務に関する事務に係るもの７件、個

人情報管理に関する事務に係るもの３９件を把握しましたが、重大な不備はあ

りませんでした。 

    なお、把握した運用上の不備については、再発防止策の実施等、是正の取組

を実施していることを確認しております。 
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【業務レベルの内部統制の運用状況】 

内部統制対象事務 不備の把握件数 主な不備の内容 

財務に関する事務  ７件 支給額の誤り、収入額の誤り等 

個人情報管理に関する事務 ３９件 文書の誤送付、窓口等での誤交付等 

合計 ４６件  

 

【参考】内部統制の不備及び重大な不備について（総務省ガイドライン（抜粋）） 

 内部統制の不備は、内部統制が存在しない、規定されている方針及び手続では内部統制

の目的を十分に果たすことができない、又は規定されている方針及び手続が適切に適用さ

れていない等の整備上の不備と、整備段階で意図したように内部統制の効果が得られてお

らず、結果として不適切な事項を発生させた運用上の不備からなる。 

 

 内部統制の重大な不備とは、内部統制の不備のうち、事務の管理及び執行が法令に適合

していない、又は、適正に行われていないことにより、地方公共団体・住民に対し大きな

経済的・社会的な不利益を生じさせる蓋然性の高いものもしくは実際に生じさせたものを

いい、内部統制についての説明責任を果たす観点から、内部統制評価報告書に記載すべき

ものである。 
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（参考） 

全庁的な内部統制の整備状況 

 

基本的要素 整備状況 整備状況を示す主な資料等 

統制環境 

・長自ら内部統制の基盤と

なる誠実性及び倫理観に

対する姿勢を表明してい

る。 

・内部統制の目的を達成す

るため、組織構造、報告経

路及び権限と責任を確立

するとともに人事管理及

び教育研修を行っている。 

・京都市職員の倫理の保持に関する条例 

・京都市職員の倫理を確立するための行動

規範 

・京都市職員コンプライアンス推進指針 

・京都市内部統制基本方針 

・京都市内部統制推進本部設置等要綱 

・京都市基本計画（行政経営の大綱） 

・京都市職員力・組織力向上プラン 

・京都市職員研修規程 

リスクの評価と 

対応 

 内部統制におけるリス

クについて、適切な評価と

対応を行うための目標及

びプロセスを明示したう

えで、識別、分類、分析及

び評価を行うとともに当

該評価結果に基づいた対

応を行っている。 

・京都市内部統制制度実施要領 

・リスク評価シート 

統制活動 

 リスクへの対応につい

て、権限と責任の明確化、

職務の分離、適時かつ適切

な承認、業務結果の検討等

についての方針及び手続

を明示したうえで各部署

においてリスク対応策を

実施するとともに当該実

施結果の把握を行ってい

る。 

・京都市事務分掌条例 

・京都市事務分掌規則 

・京都市局長等専決規程 

・京都市内部統制制度実施要領 

・リスク評価シート 

・内部統制対象事務に係る各規程（手引、 

マニュアル、各種通知等） 

・コンプライアンス推進月間等における 

チェックシート 

・京都市監察規則 

・不祥事発生時のフローチャート 
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基本的要素 整備状況 整備状況を示す主な資料等 

情報と伝達 

 信頼性のある情報が作

成される体制を構築する

とともに、組織内外の情報

について、適時かつ適切な

入手、伝達及び管理に係る

方針及び手続を定めて実

施している。 

・京都市公文書管理規則 

・京都市公文書取扱規程 

・京都市市長部局等における内部通報等の

処理に関する要綱 

・「市長への手紙」制度実施要綱 

・京都市個人情報保護条例 

・個人情報保護事務の手引 

モニタリング 

 内部統制の基本的要素

が存在し、機能しているこ

とを継続的に検討・評価す

るために、日常的モニタリ

ング及び独立的評価を行

っている。 

・京都市内部統制制度実施要領 

・リスク評価シート 

・内部統制対象事務に係る各規程（手引、 

マニュアル、各種通知等） 

・コンプライアンス推進月間等における 

チェックシート 

・京都市監察規則 

・不祥事発生時のフローチャート 

ＩＣＴ（情報通信

技術）への対応 

 組織を取り巻くＩＣＴ

環境を理解し、ＩＣＴへの

対応を検討するとともに、

ＩＣＴの利用及び統制を

行っている。 

・京都市ＤＸ推進のための基本方針 

・京都市高度情報化推進のための情報  

システムの適正な利用等に関する規程 

・京都市情報セキュリティ対策基準 

・電子計算機による事務処理等の契約に 

係るガイドライン 
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４ 市長以外の任命権者の補助機関における内部統制の評価結果 

 ⑴ 内部統制の整備状況及び運用状況 

   市長以外の任命権者の補助機関※における内部統制については、 

  ① 財務に関する事務のうち市長の職務権限に属するものについては、覚書等に

基づき各補助機関の職員が補助執行（市会事務局にあっては、事務局職員を市

長部局の職員に併任させたうえで執行）していることから、本来、市長の統制

の対象とするべきものであること 

  ② 個人情報管理に関する事務及び財務に関する事務で市長の職務権限に属し

ないものについては、各任命権者の職務権限に属するものの、その事務処理方

法等について市長部局に準じる、または、参考にするなどして取り扱っている

ことを踏まえ、市長の基本方針、内部統制制度等を準用して、一体的に連携し

て取り組むこととしております。 

 

※ 交通局、上下水道局、教育委員会、市会事務局、選挙管理委員会事務局、監査事務 

局、人事委員会事務局、農業委員会事務局及び固定資産評価審査委員会事務室 

 

 ⑵ 評価結果 

   市長の内部統制の評価手続を準用し、内部統制の整備状況及び運用状況の有効

性について評価を実施した限り、各機関の内部統制は評価基準日において有効に

整備されており、評価対象期間において概ね有効に運用されていましたが、交通

局及び上下水道局において運用上の重大な不備を把握したため、一部が有効に運

用されていないとの評価となりました。 

 

  ア 全庁的な内部統制 

    内部統制を推進するうえで必要となる方針、指針等の策定、体制の整備等を

行ったうえ、その運用を行っており、内部統制の整備状況及び運用状況におい

て不備はありませんでした。 

 

  イ 業務レベルの内部統制 

    内部統制の整備状況において、事務処理上の具体的な手順（関係帳簿の記入

など）等のリスク対応策の不徹底が一部で見られ、整備上の不備を把握しまし

たが、重大な不備はありませんでした。 

    内部統制の運用状況において、入札価格の設定誤り、業務用乗車券の紛失等

のリスクの発現が一部で見られ、運用上の不備として財務に関する事務に係る

もの１２件、個人情報管理に関する事務に係るもの１件を把握し、うち重大な

不備に該当するものが、財務に関する事務において６件（無札通過による無賃

乗車、緊急工事制度の不適切な運用等）ありました。 

    なお、把握した整備上及び運用上の不備については、是正の取組を実施して
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いることを確認しております。 

 

⑶ 不備の是正に関する事項 

  内部統制の整備状況及び運用状況における重大な不備の内容及び当該不備に対

する是正措置の状況は以下のとおりです。 

 

 ア 全庁的な内部統制 

   内部統制の整備状況及び運用状況において重大な不備はありませんでした。 

 

 イ 業務レベルの内部統制 

   内部統制の整備状況において重大な不備はありませんでしたが、内部統制の運

用状況において重大な不備に該当するものが、財務に関する事務において６件あ

りました。 

 

  (ｱ) 財務に関する事務 

事

案 

 

 無札通過による無賃乗車（交通局） 

＜該当リスク＞ 

収納金の亡失（紛失、盗難、横領） 

＜事 案 概 要 ＞ 

関係職員は、令和６年５月９日から同月２８日までの間、地下鉄竹田

駅から京都駅間の通勤復路において、無札通過による無賃乗車を計９回

行った。 

また、改札業務に従事していた同僚職員は、関係職員が定期券を所持

しているという先入観から乗車券を確認せずに通過させた。 

＜是 正 措 置 ＞ 

１ 交通局全体での取組 

・ 「京都市交通局コンプライアンス推進委員会」を開催し、全職員に

対して、危機感と緊張感を持って常に自らを厳しく律するよう、管理

者名での通達を発出し、法令遵守、適正な業務遂行、適確な情報共有

及び服務規律の確保の徹底を厳命した。 

・ 職員が有人改札を通行する場合においては、制服着用時を除き、必

ず乗車券を提示するよう厳命した。 

・ 交通局の全職場において、定期券の購入状況を調査し、他に不正 

な事態が生じていないことを確認するとともに、公共交通機関を利

用して通勤する場合は原則定期券とすることを徹底し、所属ごとに

職員の定期券の通用期間を把握したうえで、購入又は更新の際に漏

れなく券面の写しを提出させ、所属で確認した結果を毎月局に報告
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することにより、確認を徹底するシステムを構築した。 

・ 公益通報制度において、電話以外の通報手段として、新たに電子メ

ール・ＦＡＸでの受付を開始した。 

２ 現場における取組 

・ 高速鉄道部において、委託先事業者を含む緊急所属長会を開催し

本事案の報告とともに適正な改札業務の履行及び服務管理の徹底を

厳命した。 

・ 高速鉄道部長をはじめ本局職員による全駅（委託含む）巡回を実施

し、再発防止の徹底を図った。 

・ 駅係員に対しては、適正な改札業務の徹底とともに、万が一、無札

で有人改札を通過しようとするなど、不正と疑われる行為を確認し

た場合は、速やかに上司に報告することを徹底するよう指示した。 

・ 駅係員の通勤定期券については、改札を出場しなくても再入場で

きる仕様にした磁気定期券の使用を廃止した。 

 

事

案 

 

 機器の不正操作による無賃乗車（交通局） 

＜該当リスク＞ 

収納金の亡失（紛失、盗難、横領） 

＜事 案 概 要 ＞ 

関係職員は、少なくとも令和３年１０月から令和６年６月までの間、

地下鉄烏丸御池駅から六地蔵駅間等の通勤往路において、機器の不正操

作による無賃乗車を計１７０回繰り返し行った。 

＜是 正 措 置 ＞ 

１ 交通局全体での取組 

・ 「京都市交通局コンプライアンス推進委員会」を開催し、全職員に

対して、危機感と緊張感を持って常に自らを厳しく律するよう、管理

者名での通達を発出し、法令遵守、適正な業務遂行、適確な情報共有

及び服務規律の確保の徹底を厳命した。 

・ 職員が有人改札を通行する場合においては、制服着用時を除き、必

ず乗車券を提示するよう厳命した。 

・ 交通局の全職場において、定期券の購入状況を調査し、他に不正な

事態が生じていないことを確認するとともに、公共交通機関を利用

して通勤する場合は原則定期券とすることを徹底し、所属ごとに職

員の定期券の通用期間を把握したうえで、購入又は更新の際に漏れ

なく券面の写しを提出させ、所属で確認した結果を毎月局に報告す

ることにより、確認を徹底するシステムを構築した。 

・ 公益通報制度において、電話以外の通報手段として、新たに電子メ
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ール・ＦＡＸでの受付を開始した。 

２ 現場における取組 

・ 高速鉄道部において、委託先事業者を含む緊急所属長会を開催し、

本事案の報告とともに適正な改札業務の履行及び服務管理の徹底を

厳命した。 

・ 高速鉄道部長をはじめ本局職員による全駅（委託含む）巡回を実施

し、再発防止の徹底を図った。 

・ 駅係員に対しては、適正な改札業務の徹底とともに、万が一、無札

で有人改札を通過しようとするなど、不正と疑われる行為を確認し

た場合は、速やかに上司に報告することを徹底するよう指示した。 

・ 駅係員の通勤定期券については、改札を出場しなくても再入場で

きる仕様にした磁気定期券の使用を廃止した。 

 

事

案 

 

 定期券購入に伴う不適切指示（交通局） 

＜該当リスク＞ 

通帳（印鑑、キャッシュカードを含む。）、郵便切手、回数券等の乗車券

（業務用乗車券を含む。）、金券類の亡失（紛失、盗難、横領）及び不適正

な使用 

＜事 案 概 要 ＞ 

勤務時間中であることを知りながら、関係職員が部下に対して業務用

乗車券を貸与し、通勤定期券を購入しに行くよう指示した。 

＜是 正 措 置 ＞ 

１ 交通局全体での取組 

「京都市交通局コンプライアンス推進委員会」を開催するとともに、

管理者名での通達を発出し、全職員に対して、危機感の共有と、コンプ

ライアンスの再徹底及び業務用乗車券の適切な取扱いを厳命した。 

また、公務員倫理に特化した対話・討議方式の所属研修を行い、個々

人でコンプライアンス意識の相違があることに気付く機会とするとと

もに、公務員としての自覚及びコンプライアンスの徹底を図った。 

２ 交通局無賃乗車・隠ぺい事案 調査・検証チーム会議を踏まえた交通

局全体での取組 

（１）不祥事に繋がりかねない緩みを生じさせない「風通しの良い組織

風土」の更なる醸成 

・ メール・職場掲示、朝礼・点呼など、様々なツールや場面を活用

し、交通局内外の不祥事事案及び再発防止策などを定期的に繰り返

し周知・啓発し、全職員に自分事として捉え定着させ、服務規律及

び規範意識の徹底を図っている。 
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・ 過去の不祥事事案を基にした対話・討議方式の研修を行い、個々

人でコンプライアンス意識の相違があることに気付く機会とする

とともに、公務員としての自覚及びコンプライアンスの徹底を図っ

ている。 

・ コンプライアンス推進月間において、チェックシート結果や過去

の再発防止策を基に職場ミーティングを行い、改めてリスクを点検

し合うことはもとより、日常的におかしいと思ったことをおかしい

と言える、風通しの良い組織風土の醸成を図っている。 

・ 公益通報制度の周知に努め、他部署への相談も含め、正しいと思

うことを安心して言える機会を確保・拡充させている。 

（２）人材育成・組織活性化の一層の推進 

令和７年３月に、交通局の業務特性を踏まえた人材育成・組織活性

化プランを策定し、市バス・地下鉄を運営する交通局の事業特性を踏

まえた目指すべき職員像及び組織像を掲げ、これに向けた職員の行動

規範（クレド）と取組項目を定め、全職員・全所属が目標を共有し、

一丸となって職員育成・組織活性化の取組を推進している。 

 

事

案 

 

 市バス運転士による運賃の未収受（交通局） 

＜該当リスク＞ 

収納金の亡失（紛失、盗難、横領） 

＜事 案 概 要 ＞ 

関係職員は、令和６年１０月４日、市バス営業運行中に京都駅前停留

所から乗車してきた後輩である交通局職員２名が烏丸七条停留所で降車

する際にＩＣ乗車券で運賃を支払おうとしたが、ＩＣ乗車券読取部を手

で覆い、運賃を収受することなく降車させた。 

＜是 正 措 置＞ 

１ 交通局全体での取組 

・ 「京都市交通局コンプライアンス推進委員会」を開催するととも

に、管理者名での通達を発出し、全職員に対して、危機感の共有と、

コンプライアンスの再徹底及び適正な業務遂行を厳命した。 

２ 現場における取組 

・ 全営業所（委託先を含む）の所長が出席する緊急全市バス安全運行

推進会議を開催し、本事案の状況をドライブレコーダー映像で共有

するとともに、適切な運賃収受の徹底及び服務規律の確保を厳命し

た。 

・ 安全統括管理者（自動車部長）による全営業所巡視を実施し、営業

所長を筆頭に、全職員が危機感と緊張感を持って適切な業務を継続
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することを厳命した。 

・ 営業所長等による早朝点呼立会を実施するなど、運転士一人一人

に対して、適正な運賃収受を徹底するよう厳命するとともに、営業所

内で啓発放送を実施している。 

・ 全運転士を対象としたドライブレコーダー映像の確認を行うとと

もに、引き続き、お客様の声で頂戴した事案の前後の状況確認を実施

している。 

３ 交通局無賃乗車・隠ぺい事案 調査・検証チーム会議を踏まえた交通

局全体での取組 

当該チーム調査・検証結果において取り組むこととしていた再発防

止策について、内容を充実させ、取り組んでいる。 

（１）不祥事に繋がりかねない緩みを生じさせない「風通しの良い組織

風土」の更なる醸成 

・ 給与支給明細書（令和６年１０月から実施）を活用した周知・啓

発について、職員からも記載内容の提案を募集し、加えて、朝礼や

点呼などの場面も活用した周知・啓発を引き続き実施している。 

・ 課長級及び係長級の全職員を対象とした公務員倫理研修を令和

６年１１月に実施し、一連の不祥事事案について対話・討議した。 

また、令和７年１月には、当該チーム会議に御参画いただいた 

外部有識者を講師に招いた研修を実施した。 

・ おかしいことをおかしいと言い合える文化の醸成に向けた啓発

や公益通報制度の周知について、給与支給明細書や職場ミーティン

グ、研修等の様々な場面を活用し、正しいと思うことを安心して言

える機会の確保・拡充に取り組んでいる。 

（２）人材育成・組織活性化の一層の推進【再掲】 

令和７年３月に、交通局の業務特性を踏まえた人材育成・組織活性

化プランを策定し、市バス・地下鉄を運営する交通局の事業特性を踏

まえた目指すべき職員像及び組織像を掲げ、これに向けた職員の行動

規範（クレド）と取組項目を定め、全職員・全所属が目標を共有し、

一丸となって職員育成・組織活性化の取組を推進している。 

 

事

案 

 

 緊急工事制度の不適切な運用（上下水道局） 

＜該当リスク＞ 

手続上の瑕疵ある契約 

＜事 案 概 要＞ 

令和２～３年度のみなみ下水道管路管理センターが発注した緊急工事

に関して、関係職員は、威圧的な態度等によって、同センターの技術係に
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対し自らの主張どおりに工事を発注させた。 

結果、同センターにおいて、緊急性に関する十分な検討が行われず、予

算の裏付けもない状況で、業者選定に関する基準を無視し、既に緊急工

事を発注した業者と同一の業者に対し、専決権者による確認を経ずに、

緊急工事を次々と追加発注されることとなり、契約の公平性、競争性及

び透明性を著しく損なう不適切な事務処理が行われた。 

＜是 正 措 置＞ 

１ 緊急工事に係る契約事務の見直し 

令和７年３月に、緊急性の判断基準や発注前の各専決権者の承認等

に関して定めた「緊急工事契約取扱要綱」及び具体的な契約手続や業者

選定手続について定めた「緊急工事に係る事務取扱要領」、「小規模緊急

工事に係る事務取扱要領」を制定し、令和７年度から運用を開始した。 

２ 組織の見直し 

下水道部の下水道管路管理センターに契約事務等を所掌する「副所

長」を設置し、同センターの技術担当（工事発注部門）を同部管理課に

集約のうえ、同担当を統括する「担当課長」を設置することで、業務の

分担・権限の適正化を図った。 

３ 再発防止策の統括及び監察機能の強化 

総務部企業力向上推進室に「コンプライアンス推進課長」を設置する

とともに、上下水道局の職員力・組織力をより一層高めるため、「企業

力向上プラン」を見直した。 

また、当該新プランに基づく取組の推進体制の強化を図るため、同室

に「企業力向上推進課長」を設置した。 

 

事

案 

 

 緊急工事の元請業者に対する下請業者の推奨行為（上下水道局） 

＜該当リスク＞ 

 職員による契約への不正関与 

＜事 案 概 要＞ 

少なくとも令和２～３年度において、関係職員により、みなみ下水道

管路管理センターが発注した緊急工事の元請業者に対して、直接的又は

婉曲的な表現で特定の業者を下請業者として推奨する言動が行われた。 

＜是 正 措 置＞ 

１ 監察監通知による周知徹底 

令和７年１月１５日に、上下水道局全所属に対して、監察監通知「公

務員倫理の確保及び利害関係者への適切な対応について」を通知し、利

害関係者との禁止行為と併せて、元請業者に対し、特定の事業者を下請

業者に選任し、又は選任しないよう働き掛ける行為は、方法のいかんを
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問わず、これを禁止することを改めて周知した。 
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京都市内部統制基本方針 

 
 人口減少社会において、限られた行財政資源（予算やマンパワー）の下、満足度の高い行政 

サービスを市民の皆様に安定的に提供し続けていくためには、法令等を遵守した業務執行、効

率的・効果的な行政運営が必要不可欠です。 
 業務上のリスクを想定し、対応策を講じて管理することで、適正な業務執行を確保するとと

もに、効率的・効果的な行政運営を確立し、住民の福祉の増進を図るため、地方自治法第１５０

条第１項の規定に基づき、本市における内部統制の基本方針を策定します。 
 持続可能な京都のまちの更なる発展に向け、今後は、本方針に基づいて内部統制を整備・運

用します。 
 
１ 内容 
  行政サービスの提供に係る業務上のリスクを識別及び評価し、対応策を講じることで、業

務の適正な執行を確保します。 
 
２ 内部統制の対象とする事務 
 ⑴ 財務に関する事務 
 ⑵ 個人情報管理に関する事務 
 
３ 内部統制を推進する体制 
  市長を本部長とした内部統制推進本部を設置し、組織的に内部統制を推進します。 
 
４ 内部統制実施の目的  

⑴ 業務の効率性・有効性の確保 
  内部統制により業務上のリスクを管理することで、職員の個人的な経験や能力に過度に

依存することなく、組織として一定の業務水準を保つための環境を整備するとともに、その

業務の目的達成における効率性及び有効性を検証し、必要な見直しを行います。 
⑵ 財務報告等の信頼性の確保 
  内部統制により財務等に関する適正な業務執行、正確な情報提供等ができているかを確

認することで、財務報告等の信頼性を確保します。 
⑶ 業務に関わる法令等の遵守 

   内部統制に組織的に取り組むことにより、市民の皆様からの信頼の基礎となる法令その

他の規範を遵守した業務執行を確保します。 
⑷ 資産の保全 ※資産には、有形の公有財産のほか、知的財産、住民に関する情報などの無形の資産を含みます。 
  内部統制により資産の取得、使用及び処分が正当な手続及び承認の下に行われているか

を確認し、適切な保全を図ります。 
 
５ 内部統制に関する報告について 
  毎年度、内部統制の整備・運用の状況について報告書を作成し、監査委員の審査に付すと

ともに、議会への提出及び公表を行います。 
 
６ 内部統制の有効性の確保 
  構築した内部統制の制度の有効性について、毎年度、評価及び必要な見直しを行います。 
 

令和元年１２月２５日 京都市長 門川 大作 
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京都市内部統制基本方針の策定に当たって 

１ 地方公共団体における内部統制とは 

  地方公共団体における内部統制とは、その団体における事務が適正に実施され、住民の福祉の増進を図ること

を基本とする組織目的が達成されるよう、首長自らが、行政サービスの提供に係る業務上のリスクを識別及び評

価し、対応策を講じることにより、業務の適正な執行を確保することです。 

２ 内部統制の対象とするリスクとは 
  内部統制の対象とするリスクとは、「組織目的の達成を阻害する要因」として、「発生することにより、結果と

して本市又は市民に対し経済的・社会的な不利益を生じさせる蓋然性が高いもの」を指します。 
  リスクは、影響範囲の大小や発生頻度の多寡等によって重要度を評価することができます。 
  内部統制の取組だけではリスクの発現をゼロにすることは困難ですが、本市の制度では、リスクを識別・分析

し、その重要度に応じて相応の対応策を講じることにより、回避、低減、移転又は受容のいずれかを適切に選択

することを目指します。 

３ 京都市における内部統制の推進 
  内部統制は、全く新しい取組ではなく、組織が組織として機能している以上、既に様々な内部統制の仕組みが

存在しています。本市においては、これまでコンプライアンス推進月間の取組、全庁“きょうかん”推進本部会

議等の開催、各制度所管課による点検、所属での自主的な点検、業務監察の実施等、不祥事や事務処理誤りを根

絶するための取組を行ってきました。 
  今後より一層、適正かつ効率的な事務執行を確保していくため、本市におけるリスクと既存の取組を見直し、

組織として体系的な取組に再構築することとします。 

４ 内部統制推進体制 
 ⑴ 内 部 統 制 推 進 本 部 市長を本部長、副市長を副本部長として、内部統制についての市長の意識を共有

し、制度の整備及び運用を行います。各本部員は、所管する各局区等の内部統制の

実施に関する統括責任者となります。 

 ⑵ 内 部 統 制 推 進 部 会 監察監を部会長として、内部統制に関して必要な事項の検討、調整及び実践に必

要な情報共有を行います。部会員は、所属する各局区等の内部統制の実施に関する

実務上の責任者となります。 

⑶ 内 部 統 制 推 進 部 局 本部及び部会の実務を補助し、内部統制の整備及び運用を全庁的に推進します。 

 ⑷ 内 部 統 制 評 価 部 局 内部統制の整備及び運用状況について独立的評価を行い、報告書を作成します。 

 ⑸ 内部統制所属責任者 各所属長は、各所属における内部統制の実施責任者となります。  

 ⑹ 内部統制所属実施者 本市の全ての職員が内部統制の実施者となります。職員は、基本方針を理解し、

適正な事務執行を確保する必要があります。 

【参考】市長以外の任命権者の補助機関における内部統制の取扱い 

市長以外の任命権者の補助機関における事務に係る内部統制については、 
① 財務に関する事務のうち市長の職務権限に属するものについては、覚書等に基づき各補助機関の職員が補助

執行（市会事務局にあっては、事務局職員を市長部局の職員に併任させたうえで執行）していることから、本

来、市長の統制の対象とするべきものであること 
② 個人情報管理に関する事務及び財務に関する事務で市長の職務権限に属しないものについては、各任命権者

の職務権限に属するものの、その事務処理方法等について市長部局に準じる、または、参考にするなどして取

り扱っていること 
を踏まえ、市長の基本方針、内部統制制度等を準用して、一体的に連携して取り組むこととします。 
 （消防局の事務については、市長の職務権限に属するものであるため、市長の内部統制の直接の対象とします。） 

基本方針補足資料 
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京都市内部統制制度の対象とする重要リスク一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※ 内部統制の評価については、重要度を勘案し、「特に重要なリスク（太字のリスク）」を対象としており

ます。 

分類 重要リスク 

財

務 

公金等管理 
一時保管中の公金の亡失 

収納金の亡失 

金券類の亡失及び不適正な使用 

契約事務 

手続上の瑕疵ある契約 
入札すべき案件における随意契約 
不適正な予定価格の設定 

不適当な相手方の選定方法 

契約内容と異なる履行方法 

契約・請求関係書類等の不備 
職員による契約への不正関与 

支出事務 

正当債権者以外への支払及び支払額の誤り 

支払の遅延 

不適正な補助金の交付 

旅費の不適正な支給 

収入事務 
手続上の瑕疵のある収入 

収入額の誤り 

債権管理 不適正な債権管理 

財産管理 

公有財産の管理事務（貸付等）における手続きの遺漏 
公有財産の管理事務（貸付等）における貸付料等の算定誤り 

公有財産の異動等（取得、変更、処分等）の際の台帳登載漏れ 
公有財産の処分事務における遅延、遺漏、誤り 
公共建築物の劣化や不十分な維持管理による施設利用者等の事故 

公共建築物の不十分な維持管理による改修費用の増加や建物寿命の短命化 
備品管理 不十分な備品管理 

個人情報管理 

不適切な事務処理による個人情報の紛失、漏えい 
個人情報の不適切な利用、提供 

不十分な管理に起因する個人情報の紛失、漏えい 
職員による不正な個人情報の収集及び私的行為上の漏えい 
コンピュータウィルス感染や不正アクセスによる個人情報の漏えい 
災害や機器の障害等による個人情報の滅失、毀損 

・ 本市において内部統制制度の対象とする重要リスクは、下表のとおりです。 

・ 太字のリスクは、発生した際の影響範囲や本市における過去の発生頻度を踏まえて「特に重要な
リスク」と判断したものであり、重大な不備があった場合には，評価報告書（公表）の記載する対象
となることがあります。 

・ 財務及び個人情報管理に関する事務においては、下表の重要リスクのほかにも生じ得る大小様々
なリスクが想定されます。内部統制制度の取組だけでは全てのリスクの発現をゼロにすることは困
難ですが、本市においてこれまで実施してきた様々な取組と組み合わせることにより、より一層、

適正かつ効率的な事務執行を目指してまいります。 
・ また、重要リスクについては、今後の本市の事務執行状況を踏まえて適宜見直してまいります。 


